
 

「子ども・子育て新システム検討会議」について 

 

平成 22 年 1 月 29 日 

少子化社会対策会議決定 

 

 

１ 趣旨 

 

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成 21年 12月 8日閣議決定）

に基づき、幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な

システムの構築について検討を行うため、「子ども・子育て新システム検討会議」

（以下、「会議」という。）を開催する。 

 

２ 構成員 

 

会議の構成員は、以下のとおりとする。ただし、議長は、必要があると認め

るときは、構成員を追加し、又は関係者に出席を求めることができる。 

 

 （共同議長）内閣府特命担当大臣（行政刷新）・国家戦略担当大臣 

内閣府特命担当大臣（少子化対策） 

 （構成員） 総務大臣 

       財務大臣 

       文部科学大臣 

       厚生労働大臣 

       経済産業大臣 

       その他、必要に応じて議長が指名する者 

 

３ 作業グループ 

 

会議の下に「作業グループ」を設置する。作業グループの構成員は、会議

の構成員たる府省の副大臣又は政務官及び必要に応じて議長が指名する者と

する。 

 

４ スケジュール 

 

平成 22 年 6 月を目途に基本的な方向を固め、少子化社会対策会議、行政刷

新会議及び成長戦略策定会議に報告する。 

 

５ 庶務 

 

会議の庶務は、厚生労働省、文部科学省その他の関係行政機関の協力を得

て、内閣府において処理する。

参考資料 ６ 



 

 

子ども・子育て新システム検討会議体制図 

 

 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子化社会対策会議 

 
成長戦略策定会議 

「子ども・子育て新システム検討会議」 

（共同議長）荒井 聰   国家戦略担当大臣 

玄葉 光一郎 内閣府特命担当大臣（少子化対策） 

      蓮  舫   内閣府特命担当大臣（行政刷新） 

（構成員） 原口 一博  総務大臣 

      野田 佳彦  財務大臣 

      川端 達夫  文部科学大臣 

      長妻 昭   厚生労働大臣  

      直嶋 正行  経済産業大臣 

      古川 元久  内閣官房副長官（衆・政務） 

 

 

 

 

 

 

「作業グループ」 
 

（主 査）泉 健太  内閣府大臣政務官（少子化対策） 

（構成員）小川 淳也 総務大臣政務官 

     大串 博志 財務大臣政務官 

     高井 美穂 文部科学大臣政務官 

     山井 和則 厚生労働大臣政務官 

     近藤 洋介 経済産業大臣政務官 

津村  啓介 内閣府大臣政務官（国家戦略担当） 

行政刷新会議 

 

「子ども・子育て新システム検討会議事務局」 
 

（事務局長）泉 健太    内閣府大臣政務官（少子化対策） 

 

その他、事務局長代理、事務局次長、事務局員 


